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【参考】介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成例
（以下はサービスの典型例を示しているため、市町村はこれらの例を踏まえて、地域の実情に応じたサービス内容を検討。）

介護予防・
日常生活
支援総合
事業
（新しい
総合事業）

介護予防・生活
支 援 サ ー ビ ス
事業

一般介護予防事業

訪問型サービス
（第１号訪問事業）

通所型サービス
（第１号通所事業）

その他の生活支援サービス
（第１号生活支援事業）

介護予防ケアマネジメント
（第１号介護予防支援事業）

・第１号被保険者の全ての者

・その支援のための活動に
関わる者

（従来の要支援者）

・要支援認定を受け
た者（要支援者）

・基本チェックリスト
該当者（介護予防・
生活支援サービス
対象事業者）

・現行の訪問
介護相当

・多様な
サービス

・現行の通所
介護相当

・多様な
サービス

②介護予防普及啓発事業

③地域介護予防活動支援事業

④一般介護予防事業評価事業

⑤地域リハビリテーション活動支援事業

①介護予防把握事業

②訪問型サービスA（緩和した基準によるサービス）

①訪問介護

③訪問型サービスB（住民主体による支援）

④訪問型サービスC（短期集中予防サービス）

⑤訪問型サービスD（移動支援）

①通所介護

②通所型サービスA（緩和した基準によるサービス）

③通所型サービスB（住民主体による支援）

④通所型サービスC（短期集中予防サービス）

①栄養改善の目的とした配食

②住民ボランティア等が行う見守り

③訪問型サービス、通所型サービスに準じる
自立支援に資する生活支援（訪問型サービ
ス・通所型サービスの一体的提供等）

【財源構成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○ 二次予防事業
○ 一次予防事業

介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援
業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○ 介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○ 一般介護予防事業

包括的支援事業

○ 地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○ 在宅医療・介護連携の推進

○ 認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員 等）

○ 生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○ 介護給付費適正化事業
○ 家族介護支援事業
○ その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

＜現行＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施

【参考】介護予防・日常生活支援総合事業（新しい総合事業）の構成
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（１） 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

（事業内容） 

○ 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業）（以下サービス事業という。）

は、要支援者等の多様な生活支援のニーズに対応するため、介護予防訪問介護等

のサービスに加え、住民主体の支援等も含め、多様なサービスを制度（総合事業）

の対象として支援する。 

○ この事業は、「訪問型サービス（第１号訪問事業）」、「通所型サービス（第１号

通所事業）」、「その他の生活支援サービス（第１号生活支援事業）」及び「介護予

防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）」から構成される。 

 

表４ 介護予防・生活支援サービス事業 

事業 内容 

訪問型サービス（第１号訪問事業）

（法第115条の45第１項第１号イ） 

要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活

上の支援を提供 

通所型サービス（第１号通所事業）

（同号ロ） 

要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など

日常生活上の支援を提供 

その他の生活支援サービス（第１号

生活支援事業）（同号ハ） 

要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配

食や一人暮らし高齢者等への見守りを提供 

介護予防ケアマネジメント（第１号

介護予防支援事業）（同号ニ） 

要支援者等に対し、総合事業によるサービス

等が適切に提供できるようケアマネジメント 

 

（対象者） 

○ 対象者は、改正法による改正前の要支援者に相当する者であるが、サービス事

業においては、サービス利用に至る流れとして、要支援認定を受け介護予防ケア

マネジメントを受ける流れのほかに、基本チェックリスト※を用いた簡易な形で

まず対象者を判断し、介護予防ケアマネジメントを通じて必要なサービスにつな

げる流れも設ける。前者は要支援者、後者は介護予防・生活支援サービス事業対

象者（以下「事業対象者」という。）として、サービス事業の対象とする。 

※ 市町村においては、基本チェックリストが、従来の２次予防事業対象者の把

握事業のように、市町村から被保険者に対して積極的に配布するものではなく、

支援が必要だと市町村や地域包括支援センターに相談に来た者に対して、要支

援認定ではなく、簡便にサービスにつなぐために実施するものであることに留

意する必要がある。 

○ 予防給付に残る介護予防訪問看護、介護予防福祉用具貸与等のサービスを利用

する場合については、引き続き要支援認定を受ける必要があるが、サービス事業

のサービスのみを利用する場合には、要支援認定を受けず、上記簡便な形でのサ

ービス利用が可能となる。 

○ 基本チェックリストの活用に当たっては、従来の利用方法とは異なり、市町村

又は地域包括支援センターに、サービスの利用相談に来た被保険者（第１号被保

険者に限る。）に対して、①対面で基本チェックリストを用い、相談を受け、基本

チェックリストにより事業対象者に該当した者には、②更に介護予防ケアマネジ
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メントを行う。 

なお、事業対象者は、要支援者に相当する状態等の者を想定しており、そのよ

うな状態等に該当しないケースについては、一般介護予防事業の利用等につなげ

ていくことが重要である（詳細は、第４ サービスの流れ（被保険者の自立支援

に資するサービスのための介護予防ケアマネジメントや基本チェックリストの活

用・実施、サービス提供等）を参照）。 

○ なお、第２号被保険者については、がんや関節リウマチ等の特定疾病に起因し

て要介護状態等となることがサービスを受ける前提となるため、基本チェックリ

ストを実施するのではなく、要介護認定等申請を行う。 

 

（２） 一般介護予防事業 

（事業内容） 

○ 一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サービ

スとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てる

ことなく、住民運営の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加

者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するとともに、地

域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を推進

し、要介護状態になっても、生きがい・役割をもって生活できる地域の実現を目

指すことを目的として、総合事業に位置づけるものである。 

○ この事業は、「介護予防把握事業」「介護予防普及啓発事業」「地域介護予防活動

支援事業」「一般介護予防事業評価事業」「地域リハビリテーション活動支援事業」

から構成される。 

 

表５ 一般介護予防事業 

事業 内容 

介護予防把握事業 地域の実情に応じて収集した情報等の活用により、閉

じこもり等の何らかの支援を要する者を把握し、介護

予防活動へつなげる 

介護予防普及啓発事業 介護予防活動の普及・啓発を行う 

地域介護予防活動支援事

業 

地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援を

行う 

一般介護予防事業評価事

業 

介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証

を行い、一般介護予防事業の事業評価を行う 

地域リハビリテーション

活動支援事業 

地域における介護予防の取組を機能強化するために、

通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住

民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等

の関与を促進する 

 

（対象者） 

○ 第１号被保険者の全ての者及びその支援のための活動に関わる者とする。 
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３ 市町村による効果的・効率的な事業実施 

○ 総合事業の実施に当たっては、市町村は効率的な事業実施につなげていくことが

求められる。そのため、市町村は以下のような取組により、効率的な事業実施に努

める。 
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・ 住民主体の多様なサービスの充実を図り、要支援者等の選択できるサービス・

支援を充実し、状態等に応じた住民主体のサービス利用の促進（サービス内容に

応じた単価や利用料の設定。結果として、低廉な単価のサービスの利用普及） 

・ 高齢者の社会参加の促進（支援を必要とする高齢者への支援の担い手としての

参加等）や要支援状態となることを予防する事業（身近な地域における体操の集

いの普及、短期集中予防サービス、地域リハビリテーション活動支援事業の活用

等）の充実による認定に至らない高齢者の増加 

・ 効果的な介護予防ケアマネジメントと自立支援に向けたサービス実施による要

支援状態からの自立の促進や重度化予防の推進等 

により、結果として費用の効率化が図られることを目指す。 

 その際、市町村、地域包括支援センター、事業者、利用者、住民等、関係者間で

意識の共有が図られることが重要である。 

 

（目標設定） 

○ 目標設定においては、総合事業と予防給付の費用の伸び率が、中長期的に、サー

ビスを主に利用している 75 歳以上の高齢者数の伸び率程度となることを目安に努

力する。 

○ さらに、近年介護予防通所介護の伸びが著しい市町村があることも踏まえると、

今回の法改正により、新たに設けられた生活支援体制整備事業も活用して、市町村

において生活支援等サービスの体制整備を急いでいくことなどにより、短期的に、

より大きな費用の効率化も期待される。 

 

（事業の評価・検証と次期計画への反映） 

○ 総合事業を効率的に実施していくためには、個々の事業評価と併せて、市町村に

よる総合事業の結果等の評価・検証と次期計画期間への取組の反映が重要である。 

○ 総合事業の評価は、ストラクチャー指標、プロセス指標、アウトカム指標といっ

た評価指標で評価することが考えられる。 

評価結果については、市町村、地域包括支援センターをはじめとする関係者で共

有することで、以降のケアプラン作成におけるサービス選定や、サービスの質の向

上に活用することにもつながる。 

○ さらに、評価の実施に当たっては、関係者間での議論が重要であることから、各

市町村で開催している介護保険運営協議会や地域包括支援センター運営協議会等に

おいて議論することが重要である。（総合事業の検証の詳細については、第６の４ 

定期的な評価・検証を参照） 
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４ 都道府県による市町村への支援 

（都道府県による支援） 

○ 総合事業は、市町村が、その地域の実情に応じて、取組を実施するものであり、

多様なサービスの充実等による地域の支え合い体制づくりや、多様なサービスにお

ける単価や基準、利用者負担の設定など、多岐にわたる事務が生じることとなる。 

○ そのため、国において、指定事業者制度や国民健康保険団体連合会（以下「国保

連合会」という。）による審査支払を可能とするなどの仕組みを設けるとともに、市

町村における総合事業の円滑な実施のための本ガイドラインの提示や生活支援体制

整備事業の創設など、市町村が事業を円滑に実施することができるよう配慮してい

る。 

○ 都道府県においても、市町村が総合事業を円滑に実施することができるよう、そ

の実情に応じた市町村への支援が重要であることから、市町村支援に取り組むこと

が求められる。 

 

（具体的な支援） 

○ 都道府県においては、その地域の実情に応じて、例えば以下のような取組を行う

ことが重要である。 

＜現状把握＞ 

・ 市町村における総合事業の検討状況の把握や必要な支援についての調査 

＜相談・助言＞ 

・ 市町村からの相談に対する助言・支援 
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・ 地域における好事例などの収集・情報提供 

＜人材育成・人材確保＞ 

・ 市町村職員や地域包括支援センターの職員など、総合事業において中核を担う

者に対する研修の実施 

・ 生活支援コーディネーターの養成（研修の実施など） 

  ・ 保健師やリハビリテーション専門職等の広域派遣調整（地域ケア会議や地域リ

ハビリテーション活動支援事業など） 

＜広域調整＞ 

・ 市町村と各団体・組織との連絡調整、ネットワーク化 

・ 市町村間の連絡調整 

＜その他＞ 

・ 総合事業実施の評価及びフィードバック 

・ 都道府県・市町村における地域福祉担当課との協働支援 

・ 要介護者に対する訪問介護や通所介護とともに総合事業を提供している指定事  

業者に対する監督・指導、不適切な事例が見つかった場合における市町村への通

知（第６の１（３）指定事業者制度を参照） 

・ 高齢者の社会活動等の振興のための組織づくりや人づくり（指導者の養成）等

を行っている明るい長寿社会づくり推進機構を通じた市町村支援 

  ※ほかに、都道府県施設の利用への協力や広報等の広告媒体での協力など 

 

＜高知県の取組例＞ 
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５ 好事例の提供 

○ 市町村による効率的・効果的な総合事業の実施のため、各種好事例を収集し、以

下のような事例集を取りまとめていることから、参照いただきたい。 

  

介護予防強化

推進事業(予防

モデル事業)の

好事例 

市町村介護予防強化推進事業報告書 ～

資源開発・地域づくり 実例集～（平成

26 年３月 厚生労働省） 

http://www.mhlw.go.jp/sei

sakunitsuite/bunya/hukush

i_kaigo/kaigo_koureisha/y

obou/jitsurei.html 

介護予防事業

の好事例等 

平成 24 年度介護報酬改定の効果検証及び

調査研究に係る調査（平成 25 年度調査） 

（11）生活期リハビリテーションに関する

実態調査報告書 

「生活期リハビリテーションに関する自

治体の取組事例集」 

http://www.mhlw.go.jp/top

ics/kaigo/yobou/torikumi_

02.html 

 

地域の実情に応じた応じた効果的・効率的

な介護予防の取組事例（厚生労働省） 

http://www.mhlw.go.jp/top

ics/kaigo/yobou/torikumi_

02.html 

地域づくりに

よる介護予防

の事例等 

地域づくりによる介護予防を推進するた

めの手引き（平成 27 年３月株式会社三菱

総合研究所）（平成 26 年度老人保健健康増

進等事業） 

http://www.mri.co.jp/proj

ect_related/roujinhoken/u

ploadfiles/h26/h26_07_teb

iki.pdf 

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yobou/jitsurei.html
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yobou/jitsurei.html
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yobou/jitsurei.html
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/yobou/jitsurei.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/yobou/torikumi_02.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/yobou/torikumi_02.html
http://www.mhlw.go.jp/topics/kaigo/yobou/torikumi_02.html
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旧総合事業の

好事例 

介護予防・日常生活支援総合事業の実施効

果に関する調査研究事業報告書（平成 26

年３月 みずほ情報総研（株））（平成 25

年度老人保健健康増進等事業） 

http://www.mizuho-ir.co.j

p/case/research/pdf/mhlw_

kaigo2014_01.pdf 

地域包括ケア

システムの事

例集 

事例を通じて、我がまちの地域包括ケアを

考えよう「地域包括ケアシステム」事例集

～できること探しの素材集～（平成 26 年

３月 （株）日本総合研究所）（平成 25

年度老人保健健康増進等事業） 

http://www.mhlw.go.jp/sei

sakunitsuite/bunya/hukush

i_kaigo/kaigo_koureisha/c

hiiki-houkatsu/dl/jirei.p

df 

 

過疎地域における地域包括ケアシステム

の構築に関する調査研究事業報告書（平成

26 年３月 （一社）北海道総合研究調査

会）（平成 25 年度老人保健健康増進等事

業） 

http://www.hit-north.or.j

p/houkokusyo/2013tiikihok

atsu.pdf 

 

生活支援サー

ビスに関する

取組の事例集 

地域における生活支援サービスのコーデ

ィネーターの育成に関する調査研究事業 

報告書（平成 26 年３月 （株）日本能率

協会総合研究所）（平成 25 年度老人保健健

康増進等事業） 

http://www.mhlw.go.jp/fil

e/06-Seisakujouhou-123000

00-Roukenkyoku/0000046377

.pdf 

 

地域ケア会議

の事例集 

地域包括ケアの実現に向けた地域ケア会

議実践事例集 ～地域の特色を活かした

実践のために～（平成 26 年３月 厚生労

働省老健局） 

http://www.mhlw.go.jp/sei

sakunitsuite/bunya/hukush

i_kaigo/kaigo_koureisha/c

hiiki-houkatsu/dl/link3-0

-01.pdf 

※ 介護予防強化推進事業（予防モデル事業)とは、平成 24 年度及び平成 25 年度に、全国 13 市町村で

取り組んだ。要支援者等に必要な予防サービス及び生活支援サービスを明らかにするため、一次予防

事業対象者から要介護２までの者であって、ＡＤＬが自立又は見守りレベルかつ日常生活の支援の必

要性のある者に対するサービスニーズの把握、必要なサービス（予防サービス及び生活支援サービス）

の実施、効果の計測及び課題の整理を目的とした事業。 

 

○ また、これらの好事例については、地域包括ケア「見える化」システム※におい

ても公表しており、そちらも積極的に活用いただきたい。 

http://mieruka.mhlw.go.jp 

※ 公的統計や介護保険レセプトデータ等を活用し、全国・都道府県・市町村・日常生活圏域別の特徴

や課題、取組等、介護保険事業の現状分析を客観的かつ容易に把握できるようにすることにより、そ

の地域の実情に合わせた、市町村における地域包括ケアシステムの構築を支援するもの。 

○ さらに、厚生労働省のホームページにおいても、介護予防・日常生活支援総合事

業に係る情報を提供しているので、活用されたい。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000074126.html 

http://www.mizuho-ir.co.jp/case/research/pdf/mhlw_kaigo2014_01.pdf
http://www.mizuho-ir.co.jp/case/research/pdf/mhlw_kaigo2014_01.pdf
http://www.mizuho-ir.co.jp/case/research/pdf/mhlw_kaigo2014_01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/jirei.pdf
http://www.hit-north.or.jp/houkokusyo/2013tiikihokatsu.pdf
http://www.hit-north.or.jp/houkokusyo/2013tiikihokatsu.pdf
http://www.hit-north.or.jp/houkokusyo/2013tiikihokatsu.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000046377.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000046377.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000046377.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/0000046377.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link3-0-01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link3-0-01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link3-0-01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link3-0-01.pdf
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/chiiki-houkatsu/dl/link3-0-01.pdf
http://mieruka.mhlw.go.jp/visualization/
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000074126.html
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第２ サービスの類型（多様化するサービスの典型例） 

（概要） 

○ 要支援者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業により多様なサービス

を提供していくためには、市町村が中心となって、その地域の実情に応じて、総合

事業によるサービスを類型化し、それに併せた基準や単価等を定めることが必要で

ある。 

○ そこで、地域における好事例を踏まえ、以下のとおり、多様化するサービスの典

型的な例を参考として示す（別紙も参照。別紙における事業の実施方法や各サービ

スの基準などの詳細については、第６ 総合事業の制度的な枠組みに記載）ので、

市町村においては、これらを参考にしつつ、その地域の実情に応じて、そのサービ

ス提供の在り方について検討する。 
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イ 訪問型サービス 

（概要） 

○ 訪問型サービスは、現行の介護予防訪問介護に相当するもの（訪問介護員等によ

るサービス）と、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 現行の訪問介護相当のものについては、訪問介護員等による短時間の生活援助と

いったサービス内容も想定される。 

○ 多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定される。 

・ 主に雇用されている労働者により提供される緩和した基準によるサービス（訪

問型サービスＡ） 

・ 有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（訪問型

サービスＢ） 

・ 保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行われる

もの（訪問型サービスＣ） 

・ 介護予防・生活支援サービスと一体的に行われる移動支援や移送前後の生活支

援（訪問型サービスＤ） 

 

（留意事項） 

○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

・ 総合事業開始の時点で既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用
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継続が必要とケアマネジメントにおいて認められるケースについては、介護予防

訪問介護相当のサービスの利用に配慮する。 

・ 新しく事業の対象となる要支援者等については、自らの能力を最大限活用しつ

つ、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促す。 

・ 訪問介護員等による現行の介護予防訪問介護相当のサービスについては、主に、

認知機能の低下等により日常生活に支障があるような症状や行動を伴うケース等、

訪問介護員による専門的なサービスが必要と認められる場合に利用することが想

定される。 

・ 現行の介護予防訪問介護相当のサービスを利用する場合や訪問型サービスＡを

利用する場合については、一定期間後のモニタリングに基づき、可能な限り住民

主体の支援に移行していくことを検討することが重要である。 

・ 多様なサービスについては、サービス内容は柔軟に提供可能とし、ケアマネジ

メントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 

 

ロ 通所型サービス 

（概要） 

○ 通所型サービスは、現行の介護予防通所介護に相当するもの（通所介護事業者の

従事者によるサービス）と、それ以外の多様なサービスからなる。 

○ 現行の通所介護相当のものについては、サービス内容や想定される状態の違い等

に対応して、生活機能向上型のサービス内容のものとそれ以外のものの２つの種類

が想定される。 

○ 多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定される。 

・ 主に雇用されている労働者により提供される、又は労働者とともにボランティ

アが補助的に加わった形により提供される、緩和した基準によるサービス（通所

型サービスＡ） 

・ 有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（通所型

サービスＢ） 

・ 保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行われる

もの（通所型サービスＣ） 

 

（留意事項） 

○ 市町村において、総合事業の実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

・ 総合事業開始の時点で既にサービスを利用しているケースで、サービスの利用

継続が必要とケアマネジメントにおいて認められるケースについては、介護予防

通所介護相当のサービスの利用に配慮する。 

・ 新しく事業の対象となる要支援者等については、自らの能力を最大限活用しつ

つ、住民主体による支援等の多様なサービスの利用を促す。 

・ 通所介護事業者の従事者による現行の介護予防通所介護相当のサービスについ

ては、主に、「多様なサービス」の利用が難しいケース・不適切なケースや、専門

職の指導を受けながら生活機能の向上のためのトレーニングを行うことで生活機

能の改善・維持が見込まれるケース等、通所介護事業者の従事者による専門的な
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サービスが必要と認められる場合に利用することが想定される。この場合、一定

期間後のモニタリングに基づき、可能な限り住民主体の支援に移行していくこと

を検討することが重要である。 

・ 多様なサービスについては、サービス内容は柔軟に提供可能とし、ケアマネジ

メントにより、利用者の自立支援に資する支援を提供する。 

 

ハ その他の生活支援サービス 

（概要） 

○ その他の生活支援サービスは、被保険者の地域における自立した日常生活の支援

のための事業であって、訪問型サービスや通所型サービスと一体的に行われる場合

に効果があると認められるものとして厚生労働省令で定めるものと規定されている

（法第 115 条の 45 第１項第１号ハ）。 

○ 厚生労働省令においては、その他の生活支援サービスとして総合事業により実施

することができるものについて、以下の３つサービスを規定している。（介護保険法

施行規則（平成 11 年厚生省令第 36 号。以下「施行規則」という。）第 140 条の 62

の７） 

① 配食：栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者に対する見守りとともに

行う配食など 

② 定期的な安否確認及び緊急時の対応（以下「見守り」という。）：住民ボランテ

ィアなどが行う訪問による見守り 

③ その他、訪問型サービス、通所型サービスに準じる生活支援であって、地域に

おける自立した日常生活の支援に資するサービスとして市町村が定める生活支援

（訪問型サービス及び通所型サービスの一体的提供等） 

 

（留意事項） 

○ サービスの実施に当たっては、以下の点に留意する必要がある。 

・ 総合事業によるその他の生活支援サービスは、市場におけるサービス提供の活

用を補足するものとして提供するものである。 

・ 配食については、食材費などの補助を行う趣旨ではないことから、食材費など

の実費については利用者に負担を求める。 

 

 

［参考］利用券を発行・利用して、ボランティアがサービスを提供する事例 

～ＮＰＯ法人市民助け合いネット（千葉県流山市）の活動～ 

 

○ 住民主体の生活支援を円滑に提供することができるよう、ボランティア等が生活

支援を提供する場合に、利用者とボランティア間での謝金の収受を利用券の収受で

代用する仕組みを設けているところもある。その一例として、ＮＰＯ法人市民助け

合いネット（千葉県流山市）の活動を紹介する。 

○ ＮＰＯ法人市民助け合いネットは、平成 16 年４月から、高齢者が日常生活を低

額な謝金で支え合う有償ボランティア活動に取り組んでいる。 
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○ 活動の仕組みは下図のとおりで、まず、サービスを提供したい人は「提供会員」

として、予め提供できるサービスの内容、活動可能な地域、曜日等を登録する。ま

た、サービスを利用したい人は「利用会員」として登録し、サービス利用前に利用

券を購入しておく。利用会員はサービスが必要な時は事務局に要請し、事務局は依

頼を受けたサービスを提供できる提供会員を選定し、調整後、利用者宅に赴いてサ

ービスを提供してもらう。サービス提供後には、提供会員が、予め利用会員が購入

している利用券を受け取って事務局に持参し精算するという流れである。 

○ 提供会員は、１時間の利用ならば 800 円のうち 600 円を謝金として会から受け取

り、残りの 200 円は会の運営事務費に充てる。また居宅に赴く場合は、利用者から

受け取った交通費券に基づいて、200 円が提供会員に精算される仕組みである。 

○ 登録している提供会員は、平成 26 年４月現在で 406 名、利用会員は 595 名に上

る。年齢についての制約はないが 30 歳代から 90 歳代まで幅広く利用しており、最

も多いのは 60 歳代となっている。 

○ 福祉関係の助け合いの例としては、高齢者を始め、障害者や病気の方等の家事、

外出支援、ごみ出し、網戸の掃除等、生活全般に関わる支援を行っている。 

○ 同ネットでは、活動の目的を「多くの市民が、親切を少しずつ寄せ合って、誰も

が、住み慣れた所で“安心して暮らせる街”をつくる一助とする。」「この社会貢献

の活動を、第２の人生の“生きがい”と“健康”さらに“仲間づくり”に役立て、

“元気シニア”を目指し、介護予防に寄与させる。」「定年退職後の就労機会を提供

する。」と位置づけており、年々、会員が増加するなど、着実に地域に根付いてい

る。 

 
※利用時間は、利用希望の受付時間のこと。実際の利用においては、利用者の利用希
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望時間と提供者の提供可能時間の調整によるため、利用時間はこの限りではない。 

ニ 介護予防ケアマネジメント 

（概要） 

○ 総合事業による介護予防ケアマネジメントは、介護予防支援と同様、地域包括支

援センターが要支援者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれている環

境等に応じて、本人が自立した生活を送ることができるようケアプランを作成する

ものである。 

○ 要支援者で、予防給付によるサービスを利用するケースについては、予防給付の

介護予防サービス計画費が支給される。要支援者等で、予防給付によるサービスの

利用がないケースについては、本介護予防ケアマネジメントが行われる。 

○ ケースに応じ、以下のような類型の介護予防ケアマネジメントが想定される。 

・ 主に、訪問型・通所型サービスにおいて、指定事業者のサービスを利用するケ

ースや、訪問型サービスＣ、通所型サービスＣを組み合わせた複数のサービスを

利用するケース（現行の介護予防支援に相当。ケアマネジメントＡ） 

・ 主に、ケアマネジメントの結果、事業の実施方法が「補助」に該当するような

サービスや配食などのその他の生活支援サービス、又は一般介護予防事業の利用

につなげるケース（緩和した基準によるケアマネジメントで、基本的にサービス

利用開始時のみ行うもの。ケアマネジメントＣ） 

・ 主に、ケアマネジメントＡやＣ以外のケース（緩和した基準によるケアマネジ

メントで、サービス担当者会議などを省略可。ケアマネジメントＢ） 

（介護予防ケアマネジメントの詳細については、第４の４ 介護予防ケアマネジメ

ントの実施・サービスの利用開始を参照。） 

 

（留意事項） 

○ 市町村は、多様なサービスを総合事業に位置付け、要支援者等に提供していくに

当たって、以下の事項に留意する。 

・ 総合事業では、既存のサービス類型である介護予防訪問介護等の専門的なサー

ビスに加え、住民主体の支援等の多様なサービス、一般介護予防事業による事業

の充実を図り、市町村の独自施策や市場において民間企業により提供される生活

支援サービスも含め、総合的なサービス提供が行われ、要支援者等の状態等にあ

ったふさわしいサービスが選択できるようにすることが重要である。その際、新

しく総合事業によるサービスを利用する要支援者等については、住民主体の支援

等の多様なサービスの利用促進を図っていくことが重要である。 

・ 市町村は、あらかじめ、地域支援事業の生活支援体制整備事業などを活用して、

ＮＰＯやボランティアなどの多様な主体による多様なサービスの提供体制を地域

において整備するとともに、生活支援・介護予防サービスの提供に当たっては、

総合事業の効果的かつ効率的な実施のため、住民主体の支援等に一部運営費補助

を行うなど、住民主体の活動を積極的に支援することが望ましい。 

・ 介護予防ケアマネジメントにより、サービスの提供をケアプランに位置付ける

に当たっては、単に支援をつなげるだけではなく、要支援者等がその知識や能力

を生かして、地域における集いの場に自ら積極的に参加していくよう促していく
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など、社会とのつながりをつくっていくことができるよう支援する。 

・ 訪問型サービスＣ、通所型サービスＣは、従来２次予防事業として実施されて

いたものに、予防モデル事業の成果も反映させて取り組むことが想定されており、

住民主体の支援と合わせ、新しい介護予防の考え方に基づき、短期間（３～６か

月程度）に保健・医療の専門職が支援を行い、一般介護予防事業による支援につ

なげていくことが求められる。 

・ 一般介護予防事業における地域リハビリテーション活動支援事業は、リハビリ

テーション専門職等が、通所、訪問、地域ケア会議、住民運営の通いの場等の介

護予防の取組を総合的に支援するものであり、多職種協働による介護予防ケアマ

ネジメントとともに、積極的に推進されることが期待される。 

・ 高齢者の外出機会の確保、多様な生活支援の提供等を考えたとき、今後地域に

おける移動支援ニーズが高まってくことが予想され、また、サロン等をはじめと

したサービス事業を効果的に実施していく上でも移動支援のニーズは高いことか

ら、訪問型サービスＤとしての事業の活用とともに、市町村の単独施策としての

充実が望まれる。 

・ その他の生活支援サービスを中心に、総合事業は、市場において提供されるサ

ービスでは満たされないニーズに対応するものであることから、市場における民

間サービス（総合事業の枠外のサービス）を積極的に活用していくことが重要で

ある。 

・ 介護予防等訪問介護等の専門的サービス提供に当たっては、介護予防ケアマネ

ジメントで設定された長期目標、短期目標の達成に向け、意識を共有し、具体的

なサービス提供につなげていくことが重要である。また、定期的なモニタリング

により、自立支援、介護予防にサービスがつながっているかどうかの点検・評価

を共有し、住民主体の支援等、要支援者等の状態等にふさわしい支援にできる限

りつなげていくことが重要である。 

・ サービスが多様化し、指定や補助など様々な方法により総合事業を実施するこ

とが可能となるが、従来一般会計で行っていた事業を総合事業に振り替えるよう

なことは想定していない。 
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第３ 市町村を中心とした生活支援・介護予防サービスの充実等 

１ 基本的な考え方 

○ 要支援者等軽度の高齢者については、ＩＡＤＬの低下に対応した日常生活上の困 

りごとや外出に対する多様な支援が求められる。また、今後、多様な生活上の困り 

ごとへの支援が特に必要となる単身高齢者世帯や高齢者夫婦のみ世帯が世帯類型の 

中で大きな割合を占めていくことを踏まえ、高齢者等地域住民の力を活用した多様 

な生活支援等サービスを充実していくことが求められる。 

また、高齢者がその担い手となることで、「心身機能」「活動」「参加」のそれぞれ

の要素にバランスよく働きかけることが可能となり、高齢者自身の介護予防の効果

も期待できる。 

○ 新たに設けられた地域支援事業の生活支援体制整備事業の活用などにより、市町

村を中心とした支援体制の充実強化を図り、地域全体で多様な主体によるサービス

提供を推進していくことが重要である。 

○ 市町村における具体的な取組については、以下において各地域における好事例を

踏まえた取組例を取りまとめたので、参考にして実施していただきたい。 

 

 

 

  


